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カカンントト教教育育論論ににおおけけるる「「思思考考のの伝伝達達」」のの隘隘路路とと友友情情のの必必要要性性 
―自然的未成年を啓蒙へと拓く助走としての視座― 

木下 真一郎 

本稿は、カントの啓蒙思想における教育論と友情論を統合的に考察し、自然的未成年を啓蒙へ

と導く「助走」としての友情の必要性を明らかにする。カントは啓蒙を「自ら責めを負った未

成年状態からの脱却」と定義し、理性の公的使用を通じた思考の伝達をその不可欠な要素とし

た。しかし、子どもにとって社交は重荷であり、教育は思考の伝達の場としては不十分という

隘路があった。これに対し、友情は人間本性の葛藤から生じる根源的な関係であり、相互の愛

と尊敬、対等性、非目的性によって、胸襟を開いた広義の思考の伝達を可能にする唯一の避難

所として機能する。友情において、エゴイズムに陥ることなく他者と協働的に思考し、自らの

粗野な振る舞いを洗練させる経験は、他者の立場からも自らの思考を吟味する複数主義的な態

度と、自己の欠陥を抑制する礼儀作法の基盤を培う。これにより友情は、自然的未成年が啓蒙

的な社交へ踏み出すための不可欠な一歩となる。 
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This paper integrally examines Kant’s theory of education and friendship in his enlightenment thought, 
clarifying the necessity of friendship as a “run-up” for children toward enlightenment. Kant defined the 
enlightenment as “emergence from his self-incurred minority” and deemed communication of thought 
through the public use of reason essential. However, social intercourse was a burden for children, and 
educational theory fell short in providing a space for such thought communication. In response, friendship, 
stemming from the conflict of human nature, functions as the sole refuge that enables open-hearted 
communication of thought through mutual love, respect, equality, and non-objectivity. In friendship, the 
experience of communicating and thinking cooperatively with friends without falling into egoism and 
refining one’s own unrefined behavior cultivates a pluralistic attitude and a foundation of manners that 
restrains one’s own defects. This makes friendship an essential step for children to step into enlightened 
socializing. 
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信信認認ののシシスステテムムととししててのの徒徒弟弟制制 

―18-19 世紀のドイツ語圏における徒弟制に関する一考察― 
 

粂川 薫樹 
 

 

 

 

はじめに 
正統的周辺参加論（Legitimate peripheral participation : LPP）の受容が、教育学における徒弟制

理解に与えた影響は少なくない1。「学び」論はこれを受容する中で、肉屋や産婆などの徒弟制

的共同体を一種のアナロジーとして、文化的実践への参加としての「学習」概念を示した。こ

の学習観は、教育の社会関係論的側面、および学習の文脈依存性に注意を促した点で大きな意

義が認められる。しかし、学習者の自発的参加に着目する一方で、親方の役割や世代間継承の

仕組み、特に徒弟を「一人前」として認定する営みが看過されてきた点は、参加論そのものと

「学び」論におけるその援用が有した課題である。しばしば指摘されるように2、「教えから学

びへ」という二項対立のもとで、徒弟制の文化遺産の継承装置
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

としての側面は死角に移され、

徒弟制研究と「教え」の学問は未だ十分な連関を築いていない。 

以上の問題設定に基づき、本稿では 18-19 世紀におけるドイツ地方の徒弟制を分析対象とす

る。その理由は以下の三点である。第一に、職人の認定制度が整備されている点である。正統

的周辺参加論が扱ったリベリアの仕立屋などの事例では、制度化された認定システムが欠如し

或いは看過されていた。これにより共同体への〈参加〉という単一次元でしか徒弟の成長が記

述されず、共同体への帰属と職人としての熟達の区別が曖昧であった。これらを区別するため

には、帰属の度合いとは異なる、熟達を承認する尺度としての認定制度の検討が必要である。 

第二に、学校教育との連続性を有する点である。LPP は、分析対象とした徒弟制と学校教育

がシステムとしては大きく隔たったものであり、直接的な示唆は限定的である。しかし、ドイ

ツ地方では 19 世紀において、伝統的徒弟制を継承し補完する形で、学校教育を含む近代的教育

制度の形成期を迎えた。このような学校教育制度との歴史的な連続性は、冒頭の問題設定に適

合する重要な特徴である。 

第三に、教育関係論の理論的系譜との連関である。ノール（Nohl, H.）は教育的関係の両極構

造として、教える者の「母的態度」（現前する子どもへの愛）と「父的態度」（子どもの理想的

姿への愛）を措定した3。前者が子どもの現在を擁護する立場である一方、後者は発達の諸要求

の代理者として子どもの前に立つ。家庭における両親と子の関係から語られたこの概念は、18-

19 世紀ドイツ地方において家族と生産共同体が未分離であった状況を踏まえると、親方-徒弟

関係という疑似家族的関係にも見出しうる。ノールの教育関係論との具体的連関については稿

を改める必要があるが、参加論的な「学び」概念の提起に対する「教え」の視点からの応答と
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して、ドイツ教育関係論と接続しうる徒弟制研究を提起することは重要である。以上三点から、

本稿の対象選定は、教育学への理論的貢献を目的とした徒弟制史研究としての意義を有する。 

ドイツ語圏の徒弟制度史は、経済社会史分野と職業教育史分野で実証的な成果を蓄積してき

た。前者では労働運動史の領域から関心が向けられ、技術的労働力の供給機関としての構造4、

賃金構造5などを対象として、労働者階級の形成史としての側面を描き出している。 

近年特徴的なのはギルドが果たした役割を巡る論争である。修正主義派が技能伝達と品質保

証機能を強調しギルドの正の貢献を主張した6のに対し、批判的な視点からは、ギルドを主に権

益の独占機関として、市場操作・イノベーション阻害を通じて消費者と非会員を犠牲にした点

が指摘された7。論争は、ギルドの質保障/認定のシステムとしての側面と、独占資本としての側

面をめぐるものであり、現代の職業訓練・資格認定制度の評価にも示唆を与えている。これに

対し、日本では労働運動史の前史に留まらない、独立した「職人史」研究の立場から、藤田幸

一郎が職人の名誉や通過儀礼といった、経済史においては必ずしも自明ではなかった社会的な

概念を、ギルド研究を媒介として研究の俎上に載せることに成功している8。 

職業教育史の研究群は、ドイツ語圏においては、陶冶論としての徒弟制研究が多くみられる。

代表的なものとしては、シュトラートマン（Stratmann, K.）によるギルド教育原理を概念化や9、

ブランケルツ(Blankertz, H.)による「職業を媒介とした陶冶(Bildung durch Beruf)」という理念と

職業教育の特質(経済的要請と陶冶の緊張)に関する議論である10。これに対し、日本における職

業教育的研究は、制度への着目が特徴的である。寺田盛紀は 19 世紀後半から 20 世紀初頭を分

析し、デュアルシステムの形成過程を、労働者と企業家の権利拡大の点から整理している11。山

内麻理は中世ツンフトから現代への制度的連続性を、漸進的な制度変化を跡付けることで分析

した12。日本においては陶冶の原理よりも制度史の体系的記述によって職業教育の歴史的変遷

を築くことに主眼が置かれる。 

以上の先行研究は、制度史と社会関係、制度史と陶冶をそれぞれ接続させてきたが、この接

続が異なる分野で行われたために、陶冶の過程における社会的関係は十分に検討されていない。

そこで本研究では、制度に関する史料を媒介にして、陶冶の場としての徒弟制における社会的

関係を考察する。第 1 章では、18 世紀徒弟制における認定制度の構造を、バーデン辺境伯領の

法令を事例として検討する。この徒弟制度が、帰属の承認と熟達の認定を、社会的承認の異な

る次元として有しており、これが共同体による承認と領主権力による法的保証の重層として機

能していたことを示す。第 2 章では、19 世紀前半の営業自由化による変容を追う。ツンフト強

制加入の廃止、工場徒弟制の出現、補習学校義務化を通じて、信認システムの保証者が領主権

力から市場および国家的な補完装置へと再編される過程を示す。第 3 章では、1870 年代の市場

原理浸透がもたらした徒弟制の弛緩と、1890 年バイエルン州の二つの展覧会—徒弟作品展と補

習学校製図展—を分析する。組合内部での認定が、工場における市場評価と展覧会における州レ

ベルの公的評価へと拡張され、認定の保証主体が公共性を獲得していく過程を論じる。 

第 1 章：18 世紀「ドイツ」の徒弟制とその起源 
本章では、18 世紀後半の徒弟制を検討する。この時期、「ドイツ」においては神聖ローマ帝

国という枠組みの中で、300 以上の領邦国家が並存していた。徒弟制は各領邦の法令によって

統制され、統治の権利は領主に属した。個々の領邦における制度的差異については今後の比較
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研究を要するが、以下ではその一例として、バーデン＝バーデン辺境伯領における徒弟制度を

検討する。同領は、啓蒙的改革が比較的進んだ領邦であり、本章が扱う 1769 年の一般ツンフト

条例と 1779 年の個別組合規約は、18 世紀末期において徒弟制がどのような性質を保ち、また

変化しようとしていたかを読み取るための好個の史料となる。 

第 1 節：バーデン＝バーデン辺境伯領におけるツンフト規約：承認と認定の区別 

この一般ツンフト条例は 200 条に及ぶ包括的法令であり、徒弟の受け入れから親方資格の取

得まで、組合生活の全局面を詳細に規定する。通過儀礼の禁止や親方作品審査の合理化など近

代への志向性を含む一方、宗教的儀礼の義務化や疑似家族的関係など前近代的要素も残存して

いる。この点において、啓蒙期の領邦国家による組合統制の一形態を示すものと理解できる。

以下では、この条例の諸規定を検討することで、この時期の徒弟制がいかなる特徴を有してい

たかを明らかにする13。 

条例第 1 条は、「組合の全親方、職人または従業員、徒弟」が守護聖人の祝日に「遅くとも朝

8 時に礼装で」集合し、「そこから全員で秩序正しく教区教会に赴き、聖なるミサに敬虔に参列

する」ことが命じられ、無断欠席者に罰金が科された14。ミサの後、組合員は組合宿に戻り、領

主役人の監督下で会計報告や規則違反の審理が行われた。条例第 16 条が定める組合役員の就

任宣誓では、組合長が「全ての収入金を正確に記帳し、何も漏らさず、自分の利益に使用しな

い」ことを「神と全ての聖人に誓う」ものであった15。これらは統治の仕組みであると同時に、

多くの共同体がそうであるように、儀礼と信仰により前法制的な共同性を保つ営みであった。 

また 1779 年の大工組合規約、およびガラス職人組合規約では、親方資格取得および徒弟とし

ての受け入れの条件として「名誉」を有することを求めている16。当時の領邦国家における「名

誉」とは、例えば罪人でない、「死」に関わる職業でないなど、同じ共同体に帰属する者（ある

いは非-被差別者）としての存在承認そのものであり、「一人前」といった熟達の認識に先行す

る、共同性の基盤となるものであった17。 

この種の共同性は、親方と徒弟の二者間関係にも見出せる。第 147 条は親方に対し、徒弟を

「神への畏れ、教会通い、キリスト教の教えへと導く」ことを命じ、「厳しさを用いる場合も、

全く冷静に、非キリスト教的な粗暴さなしに」行うよう定める一方で、「十分な食事を与える」

義務も課された18。親方は単なる雇用主ではなく、生活共同体の父権的な長としての責務を負

っていたことがわかる。徒弟制は、技能伝授の場である以前に、共同体内での生活の保護・承

認と道徳的指導を含む全人的な関係として組織されていた。これらの規定は、徒弟が職人共同

体の仲間として認められるための人格的・社会的な前提を示していると理解できる。 

他方、条例は技能習得の過程を段階的に規定していた。徒弟は親方に奉公し、「授業料を支払

う場合は丸 3 年、授業料を支払わないか支払えない場合はさらに 1 年」の修業が課された19。

この期間における親方の義務としては、「手工業の習得に優先的かつ主要に、他の小さな家事に

はごく稀に、いわば緊急時のみに徒弟を使役する」こと、「徒弟が神によって病気で試練を受け

る一週間や二週間を徒弟期間から差し引かず、その分だけ長く徒弟として留め置く」ことなど、

被教育権の適切な保障が定められた20。徒弟が修行年を修了した際には、「修業年の間、手工業

の習得において、また生活態度と全般的な振る舞いにおいてどのように過ごしたかについての、

書面による、信頼できる、よく考慮された証明書」を発行することが義務付けられ、「そしてこ
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れなしには、他のいかなる組合においても徒弟としても職人としても受け入れられてはならな

い」とされ21、正当な認定を与えることが、親方の義務として課されていた。 

この証明書に記載される記述に関して、条例第 160 条が定める書式には、「当地で...年...週間

働き、その間、あらゆる手工業職人にふさわしく、誠実、勤勉、静粛、平和的、正直に振る舞

った」という文言が含まれる。この「誠実、勤勉、静粛、平和的、正直」という評価からもわ

かるように、単に遂行可能な仕事の技術的証明ではなく、親方とツンフトが彼に対して職人と

しての信頼を授けたことの証明であった。徒弟期間を終えた職人が、さらに親方になることを

望む場合、3 年間の「遍歴（Wanderschaft）」が義務付けられた。条例第 68 条は「その手工業が

最も盛んな主要都市と場所で、中断なく丸 3 年間修業したという信頼できる証明書を提示しな

ければならない」と規定し、ツンフト外部における信頼の獲得を要求した22。親方資格の最終審

査である親方作品（Meisterwerk）の評価では、「宣誓した 4 名の組合役員が審査を行い、その義

務に従って誰にも特別な利益や恩恵を与えたり許したりせず、公正に振る舞う」と定められ23、

合格者は組合帳簿に記載されることで、職業共同体から正式に認定されたことになる24。 

以上の検討から、この徒弟制における社会的信認は二つの次元を有していたことが明らかに

なる。第一に、宗教儀礼への参加、疑似家族的関係、人格的資質といった、誰が職人共同体の

仲間として認められるかという帰属の承認である。第二に、徒弟期間の修了、証明書の連鎖、

遍歴、親方試験という、職人としての信頼を段階的に与えていく、熟達の認定である。重要な

のは、この二つが別のものとして確認できる点である。どれほど高度な技術を有していても、

共同体の仲間として認められなければ――例えば「名誉」を失っていれば――職人とはみなさ

れず、逆に仲間として受け入れられても技能の段階的証明なしには一人前とはされなかった。 

また注目すべきは、中世以来の通過儀礼を厳しく禁じている規定である。職人や親方になる

際の通過儀礼として「鉋がけ、殴打、説教、洗礼、その他何と呼ばれようと、異常な服装を着

せ、通りを引き回すこと」は、組合長と宿主が各 7 フローリン 30 クロイツァーの罰金を科され

る罪とされた25。これらの儀礼は、新たな成員を共同体に受け入れる際の象徴的な儀式であり

26、共同体による承認と認定の身体的・感情的な表現であった。啓蒙期の領主がこれを禁止し、

代わりに親方作品という審査を重視したことは、帰属の承認と熟達の認定がより明示的に峻別

された一つの契機と解釈できる。 

帰属の承認と熟達の認定という、社会的関係における二つの事象を「信認」として総称すれ

ば、この信認が経済的独占権として機能したのは、条例第 105 条が示すように、領主権力によ

る法的保証があったためである。徒弟制における信認は、私的な信用でも、領主の独断による

認可でもなく、自治的信認と、領主によるその保証が重ね合わされた制度であった。 

第 2 節：徒弟制の起源に関する考察：ツンフト史研究を手掛かりに 

ここでは、前述のような自治的信認と領主による保証（国家的保証）の併存について考察を

進めたい。この点に関しては、19 世紀後半の歴史学において行われた、ツンフトの起源をめぐ

る議論が示唆的である。次章で述べるように 19 世紀は徒弟制の変革期であり、ツンフトという

社会システムを歴史的にどのように解釈するかは重要な問題であったため、この時期に徒弟制

の起源に関する主要な進展が見られたのは自然といえる。以下では、ツンフトという信認のシ

ステムを理解するための作業として、シュティーダ（Stieda, W.）、ニッチュ（Nitzsch, K. W.）、
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以上の検討から、この徒弟制における社会的信認は二つの次元を有していたことが明らかに
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遍歴、親方試験という、職人としての信頼を段階的に与えていく、熟達の認定である。重要な

のは、この二つが別のものとして確認できる点である。どれほど高度な技術を有していても、

共同体の仲間として認められなければ――例えば「名誉」を失っていれば――職人とはみなさ

れず、逆に仲間として受け入れられても技能の段階的証明なしには一人前とはされなかった。 

また注目すべきは、中世以来の通過儀礼を厳しく禁じている規定である。職人や親方になる

際の通過儀礼として「鉋がけ、殴打、説教、洗礼、その他何と呼ばれようと、異常な服装を着

せ、通りを引き回すこと」は、組合長と宿主が各 7 フローリン 30 クロイツァーの罰金を科され

る罪とされた25。これらの儀礼は、新たな成員を共同体に受け入れる際の象徴的な儀式であり

26、共同体による承認と認定の身体的・感情的な表現であった。啓蒙期の領主がこれを禁止し、

代わりに親方作品という審査を重視したことは、帰属の承認と熟達の認定がより明示的に峻別

された一つの契機と解釈できる。 

帰属の承認と熟達の認定という、社会的関係における二つの事象を「信認」として総称すれ

ば、この信認が経済的独占権として機能したのは、条例第 105 条が示すように、領主権力によ

る法的保証があったためである。徒弟制における信認は、私的な信用でも、領主の独断による

認可でもなく、自治的信認と、領主によるその保証が重ね合わされた制度であった。 

第 2 節：徒弟制の起源に関する考察：ツンフト史研究を手掛かりに 

ここでは、前述のような自治的信認と領主による保証（国家的保証）の併存について考察を

進めたい。この点に関しては、19 世紀後半の歴史学において行われた、ツンフトの起源をめぐ

る議論が示唆的である。次章で述べるように 19 世紀は徒弟制の変革期であり、ツンフトという

社会システムを歴史的にどのように解釈するかは重要な問題であったため、この時期に徒弟制

の起源に関する主要な進展が見られたのは自然といえる。以下では、ツンフトという信認のシ
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フロム（Fromm, E.）らの議論を検討する。その主要な関心は、ツンフトという組織が「下から

の自発的結社」か「上からの強制的組織」かという点にあった。 

シュティーダが提示した理論は、ツンフト制度の起源を、13 世紀初頭の形成期に着目し、こ

れを領主権力との関係から説明しようとするものであった27。この説によれば、この時期の都

市には司教や世俗領主の荘園（Fronhof）があり、そこには荘園法に基づく「アムト（Amt）」と

呼ばれる手工業者組織が存在していた28。都市への大規模な人口流入により、新興自由手工業

者層が形成されたが、彼らが組織した団体「イヌング（Innung）」も結局は領主の保護を必要と

し、アムト的形態に収斂していったとされる29。この説では、表面的な組織形態の違いはあって

も、本質的にはすべてのツンフトが「上からの組織化」という単一の原理で説明される30。 

これに対してニッチュは、同じく 13 世紀の史料を中心に分析しながらも、異なる二つの組織

原理の並存を主張した31。第一の類型は宗教的同胞団（Bruderschaft）を起源とするものである。

これは手工業者たちが自発的に結成した相互扶助組織であり、当初の目的は死者の埋葬、聖人

崇拝、ミサなど純粋に宗教的なものであった。ニッチュによれば、同胞団は当初宗教的目的の

ためだけの手工業者の結合であり、後になって初めて職業的事項も協議の範囲に含めるように

なった32。彼は、同胞団が高度な内部自治を持つ一方、外部に対する法的強制力を欠いていた点

を指摘する33。メンバー間の合意は道徳的拘束力を持つのみで、部外者に対しては何ら強制す

ることができなかった。都市経済の発展とともに、品質管理や価格統制などの経済的決定の権

限が重要性を増すと、これらの同胞団は都市の統治者（領主/司教）に承認を求めることで、強

制力を獲得し、その代償として、彼らは自治の一部を都市当局に譲り渡すことになった34。 

ニッチュの第二の類型である荘園制的アムト（Amt）は、シュティーダの理論同様、最初か

ら領主によって設置された強制的組織であり、領主の法（Hofrecht）に基づいて運営されていた。

アムトの特徴は、最初から営業独占権と強制加入の権限を持っていた点にある。領主の保護と

統制の下で、特定の手工業に従事する者はすべてアムトに所属することが義務づけられ、品質

基準や価格も領主の定める規則に従わねばならなかった。13 世紀以降の都市自治の発展と荘園

制の解体に伴い、これらのアムトも変容を遂げ、内部に宗教的同胞団が形成され、次第に自治

的要素を獲得していった。このように、同胞団起源のツンフトが強制力を求めて自治を犠牲に

し、アムト起源のツンフトがその強制力の解体に伴い自治を獲得するという、相反する二つの

運動が同時に進行していた。ニッチュは、「起源から生じたこれらの相違は、確かに同一都市の

様々な組合間で、あるいは異なる都市の組合間で、ある中間線に向かって均衡化したが、その

線はある場所ではある側により近く、別の場所では別の側により近かった」と述べている35。 

フロムは、基本的にニッチュの二元的な説を支持しつつ、14-15 世紀のツンフトの実態を幅

広く比較することで、ニッチュの説が、その形成期から時を経た 14-15 世紀のツンフトに関し

ても、その多様性に対する説明力を有することを示した36。例えば、フランクフルトの織物ツン

フトは高度な自治を持ちながら、領主の保護を十分に持たなかったために営業独占権

（Zunftzwang）を欠き、一方でケルンの特定のツンフトは強い独占権を持ちながら、かえって

そのために自治が制限されていた37。この多様性は単一起源論では説明困難であり、起源の二

元性がなお 14-15 世紀においても各ツンフトの性格を規定していたことを示唆する。フロムは、

「14-15 世紀におけるツンフト自治とツンフト強制の多様な段階は、なおあの相違［起源の相
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違］に遡ると想定してよい」38と結論づけた39。 

この起源の二元性は、前節で検討した 18 世紀後半のバーデン辺境伯領においても確認でき

る。1779 年の個別組合規約を比較すると、以下のように職種によって官憲統制の強さが異なっ

ていることが分かる。ガラス職人組合規約においては、親方試験は「2-3 名の親方による検査」

と規定し、審査への領主役人の関与は規定されず、また財源も基本的に組合内部で完結してい

たのに対し、大工組合規約は、第一条で「代官区の命令と承認なしに仕事や集会を行ってはな

らない」と厳格に規定し、多くの罰金が「半分は領主、半分は組合」と分配されているなど、

大工はガラス工に比べて領主権力による統制が強かったことが伺える40。この差異は、ガラス

職人組合が宗教的同胞団的な自律性を保持したのに対し、建築はそれ自体の公共事業的性格に

も起因し、領主主導のアムト的な性格を色濃く残していたことを示唆している。 

以上のように、ツンフトの起源に関する議論は、その権力が自治と統治者の両方に源泉を持

ち、この二元性が 18 世紀後半においてもなお各組合の性格を理解する上で有用であることを

示している。同胞団起源の組合は、内部の合意に基づく信認を重視し、高度な自治を保持して

いた。これに対しアムト起源の組合は、外部権力による認可を前提とし、強い法的保証の下で

営業独占権を行使していた。前節を踏まえれば、これらは帰属の承認と熟達の認定という二つ

からなる信認を、誰が保証するかという信認制度の安定性の問題として理解できる。自治的な

信認と国家的保証という重層的構造による信認制度の安定は、次章で検討するような 19 世紀

における制度変容を理解する上での足掛かりとなる。 

第 2 章：19 世紀徒弟制の課題と対応 
本章では、1810-1860 年代における、産業の急速な発展による近代社会への移行期における、

徒弟制の変容を概観する。この時期は統一国家ドイツの形成前であり、プロイセン、バイエル

ン、ザクセンなどの中規模国家が台頭した。この点について国内で最も体系的に論じたのは寺

田盛紀41であり、本章では寺田の記述および分析を援用しつつ、前章で分析した領邦国家時代

のドイツ諸邦の信認システムとしての徒弟制の延長線上に位置づける。 

第 1 節：営業の自由と徒弟制の再編 

19 世紀ドイツにおける徒弟制度の変容は、1810 年のプロイセンにおける営業の自由

（Gewerbefreiheit）導入を起点に理解される42。この改革は、ツンフトの独占的権限を解体し、

徒弟制を段階的に市場へと開いていくものであった。前章で見たように、18 世紀の徒弟制は自

治的信認と領主による法的保証の重層的構造を有していた。プロイセン政府、即ち統合された

領主権力は、ツンフトの強制加入と営業独占権を廃止した。これにより、イヌング内部での信

認は、統治権力による後ろ盾を失うことになる。この改革が他のドイツ諸邦に波及する中で、

バイエルンは 1825 年に、ザクセンは 1840 年に、それぞれ独自のイヌング条例を制定した。 

これらの条例に共通していたのは、強制加入を廃止しながらも、任意団体としてのイヌング

の存続を認め、その内部での徒弟養成機能を維持しようとする姿勢であった。前章で見た段階

的な認定のシステムを通じた質保証の機能を維持する一方で、産業化に伴う労働力需要の急増

に対応しなければならなかった。1840 年代に入ると、ラインラントの繊維工業、ルール地方の

鉱山業、ザクセンの機械工業が大量の労働者を必要としたが、伝統的な徒弟制度が要求する各

3 年の修業・遍歴が、この需要に応え得ないことは明らかであった。 
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違］に遡ると想定してよい」38と結論づけた39。 

この起源の二元性は、前節で検討した 18 世紀後半のバーデン辺境伯領においても確認でき

る。1779 年の個別組合規約を比較すると、以下のように職種によって官憲統制の強さが異なっ

ていることが分かる。ガラス職人組合規約においては、親方試験は「2-3 名の親方による検査」
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たのに対し、大工組合規約は、第一条で「代官区の命令と承認なしに仕事や集会を行ってはな

らない」と厳格に規定し、多くの罰金が「半分は領主、半分は組合」と分配されているなど、

大工はガラス工に比べて領主権力による統制が強かったことが伺える40。この差異は、ガラス

職人組合が宗教的同胞団的な自律性を保持したのに対し、建築はそれ自体の公共事業的性格に

も起因し、領主主導のアムト的な性格を色濃く残していたことを示唆している。 

以上のように、ツンフトの起源に関する議論は、その権力が自治と統治者の両方に源泉を持

ち、この二元性が 18 世紀後半においてもなお各組合の性格を理解する上で有用であることを

示している。同胞団起源の組合は、内部の合意に基づく信認を重視し、高度な自治を保持して

いた。これに対しアムト起源の組合は、外部権力による認可を前提とし、強い法的保証の下で

営業独占権を行使していた。前節を踏まえれば、これらは帰属の承認と熟達の認定という二つ

からなる信認を、誰が保証するかという信認制度の安定性の問題として理解できる。自治的な

信認と国家的保証という重層的構造による信認制度の安定は、次章で検討するような 19 世紀

における制度変容を理解する上での足掛かりとなる。 

第 2 章：19 世紀徒弟制の課題と対応 
本章では、1810-1860 年代における、産業の急速な発展による近代社会への移行期における、

徒弟制の変容を概観する。この時期は統一国家ドイツの形成前であり、プロイセン、バイエル

ン、ザクセンなどの中規模国家が台頭した。この点について国内で最も体系的に論じたのは寺

田盛紀41であり、本章では寺田の記述および分析を援用しつつ、前章で分析した領邦国家時代

のドイツ諸邦の信認システムとしての徒弟制の延長線上に位置づける。 

第 1 節：営業の自由と徒弟制の再編 

19 世紀ドイツにおける徒弟制度の変容は、1810 年のプロイセンにおける営業の自由

（Gewerbefreiheit）導入を起点に理解される42。この改革は、ツンフトの独占的権限を解体し、

徒弟制を段階的に市場へと開いていくものであった。前章で見たように、18 世紀の徒弟制は自

治的信認と領主による法的保証の重層的構造を有していた。プロイセン政府、即ち統合された

領主権力は、ツンフトの強制加入と営業独占権を廃止した。これにより、イヌング内部での信

認は、統治権力による後ろ盾を失うことになる。この改革が他のドイツ諸邦に波及する中で、

バイエルンは 1825 年に、ザクセンは 1840 年に、それぞれ独自のイヌング条例を制定した。 

これらの条例に共通していたのは、強制加入を廃止しながらも、任意団体としてのイヌング

の存続を認め、その内部での徒弟養成機能を維持しようとする姿勢であった。前章で見た段階

的な認定のシステムを通じた質保証の機能を維持する一方で、産業化に伴う労働力需要の急増

に対応しなければならなかった。1840 年代に入ると、ラインラントの繊維工業、ルール地方の

鉱山業、ザクセンの機械工業が大量の労働者を必要としたが、伝統的な徒弟制度が要求する各

3 年の修業・遍歴が、この需要に応え得ないことは明らかであった。 
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この矛盾はさらに深刻化していった。19 世紀後半には、従来の資本家層を形成していた土地

貴族（Junker）に代わって、純粋に産業で資本を形成した新興資本家層の発言力が拡大した。彼

らは「営業の自由」の観点からイヌングの独占的営業権の完全な撤廃を求めた43。他方、重工業

の発展は労働者の団結を促し、労働者階級の政治的発言力を強化した。彼らは、従来の徒弟制

が資格証明制度によって制限していた雇主選択の自由を求めた。1867 年のシュルツェ・ベッカ

ー法案は、第一条でストライキや解雇のための団結の自由を、第二条で営業の自由を提起した

が、成立には至らなかった44。資本家や労働者階級の権利拡大の実現よりも、国家としての統一

の実現を重視する勢力が、法案に対し消極的な態度を取ったためであった45。背景には、ドイツ

産業革命を受け急速に発展する諸工業が、イヌングで要請されるような熟練労働力を未だ必要

とする状況にあり、その認定システムに一定の有用性が認められていたという事情があった。 

最終的には、手工業徒弟制が熟練労働力の供給者となり、工業資本にその労働者を採用する

自由を認め、代わりにイヌングの資格制度を残存させる形が取られた46。営業自由化は、経済的

な権益の観点から見れば、イヌングの独占的地位の部分的な解体であるが、信認のシステムと

いう観点から見れば、依然としてイヌングは信認の機関として中心的な役割を果たしていたと

理解できる。工場までもがイヌングの認定を信頼し用いるようになり、イヌングの自治的な認

定を保証するものが、統治者（領主/国家）に加えて市場（工場労働市場）へと広がった。イヌ

ングの信認システムは、独占権の制限にも関わらず、少なくとも一時的にはそのシステムの保

証者を拡大したのである。 

第 2 節：工場徒弟制と補習学校制度の出現 

イヌングで要請された熟練労働力を工場資本が用いるという形で一時的にドイツ地域の労働

力供給は安定を見せたものの、工業の発展に伴うさらなる労働力需要の高まり、および徒弟数

の量的な増大に伴い、工業資本の側では新たな対応が必要となった。親方を雇用することで自

社内に徒弟制を保有する、工場徒弟制が形成されたのである47。しかしこれは養成機関という

よりも、一つの生産部署として機能した。工場主は親方を雇用することで徒弟制の形式を導入

したが、前章で見た段階的な信認の獲得過程や、疑似家族的関係に基づく全人的な教育関係を、

工場内で再現することは困難であった。そのため、熟練労働力の供給機能は依然として手工業

徒弟制（イヌング）が担い、工場徒弟制は補完的な位置づけに留まった48。 

この状況に対して、南部諸邦では 19 世紀前半からフランスの影響下で実業補習教育の制度

化が進展していた。バイエルン王国では 1803 年の選定侯令により手工業職人・徒弟への日曜学

校通学が義務化され、1830 年代までに各地で日曜学校、実業学校への通学義務が課されはじめ

た。他方、プロイセンでは 1850 年代に民間主導の補習学校が存在したものの、国家的施策は取

られなかった。しかし 1866 年の領土拡大により、補習学校制度を有するハノーファー、ヘッセ

ン、ナッサウを編入したプロイセンは、これらの地域から制度化を求められることになる。 

最終的に、1869 年の北ドイツ連邦営業令第 109 条において、職人・手伝い職人・徒弟採用時

の当局による学業・衛生面の監視、および条例による補習学校就学義務が規定された。そこで

は、製図や成型など実業に関する理論教育、及び一般的な学校教育及び宗教教育が施された。

補習学校の制度化は、工場徒弟制と手工業徒弟制のバランスの中で、徒弟を監護し必要に応じ

て行政の介入を可能にする意図に基づいていた49。寺田は、「営業の自由」史を描く観点から、

－ 223 －－ 223 －

粂川：信認のシステムとしての徒弟制
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これを国家の産業発展のための、徒弟を媒介とした産業の監督装置として理解している。 

この施策を、信認のシステムとしての徒弟制という観点から見れば、工場徒弟制の課題と補

習学校制度の導入は、信認の揺らぎとその対処として再解釈できる。まず工場徒弟制の課題に

関して考察する上では、前章で見出した、帰属の承認と熟達の認定の峻別という視点が有用で

ある。前章で見た家族的な徒弟制と異なり、工場徒弟制は雇用関係に基づく業務上の関係であ

り、技術的な継承の前提となる、前「認定」的な共同性が十分に培われていない。このような

社会的関係の場において、職業人としての信頼関係を含む熟達の認定を十分に行うことは困難

である。すなわち初期工場徒弟制における困難は、帰属の承認の弱体化にあった。 

補習学校制度の導入は、この帰属的な共同性を確保すると同時に、熟達の認定が、信頼関係

として円滑に築かれるような補完の試みとして解釈できる。宗教教育は、かつてツンフトにお

いてミサ参列が果たしていたような、共同体への帰属を確認する機能を補うものとして理解で

きる。一方、製図や理論教育は、十分な修行の機会を得難い状況下において、熟達の認定を得

るための素地と材料を与える機関として捉えられる。両者は、親方が、徒弟との接点を十分に

確保できないながらも、職業共同体の一員として、また一人前の職人として、承認/認定するた

めの前提と根拠を確保するためのアプローチであった。 

ここにおいて、徒弟教育の「二院的組織」、いわゆるデュアルシステムの萌芽が築かれること

になる。二院制組織は確かに営業監督的な機能を有するが、より教育関係論的な観点からは、

徒弟制の信認(帰属の承認と熟達の認定)が円滑に授受されるような補完装置として、補習学校

制度が用いられたものと位置づけられる。すなわち、1810 年から 1860 年代にかけての変容は、

前章で見た自治的信認とその国家的保証という構図において、後者が信認の「補完」装置とい

う新たな形態を取る過程であった。ただし、この補完装置の整備は段階的であり、地域によっ

て大きな差異が存在していたことには留意が必要である。 

第３章：19 世紀後期の危機と対応 
本章では、1870 年代から 1890 年代にかけての徒弟制を検討する。1871 年のドイツ帝国成立

により、「ドイツ」は統一国家としての枠組みを獲得した。第 1 節では、1875 年の『徒弟制改

革』所収の報告書を主要史料として、市場原理の浸透がもたらした徒弟制の弛緩を分析する。

第 2 節では、1890 年のバイエルン州における二つの展覧会を事例として、徒弟の認定が個別企

業の内部から公共的な場へと開かれていく展開を示す。 

第 1 節：徒弟制の弛緩と改革の試み 

前章で見た営業自由化は、1870 年代に入ると、徒弟制の深刻な弛緩という形でその帰結を現

した。1875 年、ドイツ社会政策学会が刊行した『徒弟制改革』に収録された報告書は、この危

機の実態を記録している。「徒弟は最早、技能を学ぶためではなく、単なる安価な労働力として

扱われ」るようになったと述べている50。 

ベルリン家具職人組合のブランデス(Brandes, F. W.)によれば、1869 年以降、徒弟の途中離脱

が急増し、「徒弟に、今や一切が終わった、望むことは何でもできる、どの方向にも服従や敬意

を負わない、という思想が芽生えた」51。親方は途中離脱を想定しつつ徒弟を受け入れざるを得

なくなり、徒弟の量的拡大と教育の質的低下が同時に進行した。ブレスラウ大学教授ブレンタ

ーノは、徒弟と親方の経済的関係の変質を考察し、「徒弟は何かを学ぶやいなや、親方から逃げ

－ 224 －－ 224 －
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これを国家の産業発展のための、徒弟を媒介とした産業の監督装置として理解している。 

この施策を、信認のシステムとしての徒弟制という観点から見れば、工場徒弟制の課題と補

習学校制度の導入は、信認の揺らぎとその対処として再解釈できる。まず工場徒弟制の課題に

関して考察する上では、前章で見出した、帰属の承認と熟達の認定の峻別という視点が有用で

ある。前章で見た家族的な徒弟制と異なり、工場徒弟制は雇用関係に基づく業務上の関係であ

り、技術的な継承の前提となる、前「認定」的な共同性が十分に培われていない。このような

社会的関係の場において、職業人としての信頼関係を含む熟達の認定を十分に行うことは困難

である。すなわち初期工場徒弟制における困難は、帰属の承認の弱体化にあった。 

補習学校制度の導入は、この帰属的な共同性を確保すると同時に、熟達の認定が、信頼関係

として円滑に築かれるような補完の試みとして解釈できる。宗教教育は、かつてツンフトにお

いてミサ参列が果たしていたような、共同体への帰属を確認する機能を補うものとして理解で

きる。一方、製図や理論教育は、十分な修行の機会を得難い状況下において、熟達の認定を得

るための素地と材料を与える機関として捉えられる。両者は、親方が、徒弟との接点を十分に

確保できないながらも、職業共同体の一員として、また一人前の職人として、承認/認定するた

めの前提と根拠を確保するためのアプローチであった。 

ここにおいて、徒弟教育の「二院的組織」、いわゆるデュアルシステムの萌芽が築かれること

になる。二院制組織は確かに営業監督的な機能を有するが、より教育関係論的な観点からは、

徒弟制の信認(帰属の承認と熟達の認定)が円滑に授受されるような補完装置として、補習学校

制度が用いられたものと位置づけられる。すなわち、1810 年から 1860 年代にかけての変容は、

前章で見た自治的信認とその国家的保証という構図において、後者が信認の「補完」装置とい

う新たな形態を取る過程であった。ただし、この補完装置の整備は段階的であり、地域によっ

て大きな差異が存在していたことには留意が必要である。 

第３章：19 世紀後期の危機と対応 
本章では、1870 年代から 1890 年代にかけての徒弟制を検討する。1871 年のドイツ帝国成立

により、「ドイツ」は統一国家としての枠組みを獲得した。第 1 節では、1875 年の『徒弟制改

革』所収の報告書を主要史料として、市場原理の浸透がもたらした徒弟制の弛緩を分析する。

第 2 節では、1890 年のバイエルン州における二つの展覧会を事例として、徒弟の認定が個別企

業の内部から公共的な場へと開かれていく展開を示す。 

第 1 節：徒弟制の弛緩と改革の試み 

前章で見た営業自由化は、1870 年代に入ると、徒弟制の深刻な弛緩という形でその帰結を現

した。1875 年、ドイツ社会政策学会が刊行した『徒弟制改革』に収録された報告書は、この危

機の実態を記録している。「徒弟は最早、技能を学ぶためではなく、単なる安価な労働力として

扱われ」るようになったと述べている50。 

ベルリン家具職人組合のブランデス(Brandes, F. W.)によれば、1869 年以降、徒弟の途中離脱

が急増し、「徒弟に、今や一切が終わった、望むことは何でもできる、どの方向にも服従や敬意

を負わない、という思想が芽生えた」51。親方は途中離脱を想定しつつ徒弟を受け入れざるを得

なくなり、徒弟の量的拡大と教育の質的低下が同時に進行した。ブレスラウ大学教授ブレンタ

ーノは、徒弟と親方の経済的関係の変質を考察し、「徒弟は何かを学ぶやいなや、親方から逃げ

 

9 
 

出し、他の雇用主からより高い賃金で雇われることが有利になった」と指摘した52。この結果、

「優秀な親方にとって、もはや徒弟を取ることは採算が合わなくなった」のである53。 

この経済的関係の変質は、社会的関係の解体としても現れた。ザクセンの工場関係者ロート

(Roth, C.)によれば、かつては「徒弟が親方から住居と食事を受け取ることが規則であ」り54、徒

弟は「いわば家族の一員となり、専門的な教育だけでなく、その他の行動と品行において、親

方だけでなくその家族全体から監督されることができた」55。しかし 1869 年以降、親たちは「息

子を自分の住居と食卓に留め、労働時間中だけ親方に委ねることを好む」ようになり、親方は

「徒弟がどのような余暇を過ごし、どのような仲間と付き合っているか」を把握できなくなっ

た56。第 1 章で見た疑似家族的関係に基づく帰属の承認は、崩壊したといってよい。 

この状況に対して、一部の工場主は独自の対応を試みた。オーバーツェル工場のケーニヒ

(König, F. von)は、徒弟の「早すぎる自立性」を診断し、4 年制の工場内徒弟制を整備した57。グ

ラッフェンシュターデン機械工場のメスマー(Meßmer, J.)は、カリキュラムの標準化と昇進制度

の整備を通じて、「知識、技能、勤勉、誠実さ」による能力主義的な制度を構築した58。これら、

工場責任者や鉄道技術者となる卒業生を輩出するようになり、一定の養成機能を築くことに成

功したと言える。これらの試みは、第 1 章で見た段階的な信認の獲得過程を、工場という新し

い環境において再構築しようとするものであった。しかし、これらは個別企業の内部に閉じた

システム、すなわち自治的な信認を再構築していく試みであり、その保証者を形成途上の労働

市場が担っている点で不安定であった。帰属の承認(疑似家族的関係、道徳的監督)も、熟達の認

定(段階的な技能証明)も、いずれも市場メカニズムの中だけでは安定性に欠け、流動的な市場

からは独立した、信認システムの保証装置が必要であった。 

第 2 節：「展覧会」の目的と意義：徒弟作品展覧会と補習学校製図展覧会 

1870 年代の徒弟制の弛緩に対して、個別工場ではケーニヒやメスマーのような先駆的な試み

と並行して、徒弟の技能を評価し承認する場を、個別企業の内部からより広い業界単位や地域

社会へと拡大する動きも生じていた。1875 年の報告書で手工業親方リュッケ（Lücke, H.）は、

この問題への処方箋として、「年次徒弟作品展覧会と表彰」を提案した59。彼によれば、「すでに

いくつかの職業団体(Gewerbevereine)がこうした展覧会を開催したが、残念ながら定期的には継

続されず、どこでも好意的な成果を伴ったにもかかわらず、大部分は試みの段階に留まった」

60。しかしリュッケはこの試みを放棄すべきではないと考え、その実現のためには「個々人によ

ってではなく、全同業者の団結」が必要であり、「改善を国家の援助に期待し要求するのではな

く、自助の道を歩むべきである」と主張した61。個別親方や個別工場による認定を、同業者団体

や地域社会によって相互に承認し合う仕組み—「健全な労働関係の回復」62 ——が模索される

ようになったのである。 

こうした議論を背景に、1890 年にバイエルン工芸博物館(ニュルンベルク)が開催した二つの

展覧会は、徒弟教育がいかに地域社会の公共的関心事として位置づけられようとしていたかを

示す好例である。バイエルンは、第 2 章で見たように 1803 年以降補習学校制度を先駆的に整

備してきた地域であり、徒弟制改革の前線に位置していた。二つの展覧会からは、認定制度の

保証主体が、封建的な領主権力から、州政府、同業者団体、そして「より大きな公衆(grössere 

Öffentlichkeit)」——特定の組合や工場に限定されない、より広範な同業者や市民——へと開か
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れたことが例示される。以下では、それぞれの展覧会の特質を検討し、当時の徒弟制が公共的

な場へとどのように開かれようとしていたかを確認する。 

バイエルン州徒弟作品展覧会は、各地方展で 1 等賞を獲得した徒弟作品を州全体から集め、

「より大きな公衆」の前で展示・審査するものであった63。主催者の声明によれば、この展覧会

の目的は「徒弟に、より広範な年齢・職業仲間とともに、より大きな公衆の前で競争する機会

を提供すること」であり、「顕在化した欠陥を徹底的に検証し、適切な改善を開始すること」で

あった64。出品資格は、地方展で 1 等賞を獲得した徒弟に限られ、出品作品には、製作した徒弟

と共にその親方の名前も明記された65。親方が徒弟を直接的に認定したことを、追認・保証する

のは元来領主・国家であったが、この展覧会からは、親方による認定を「公衆」に開かれた場

で追認することによって、州レベルの公共性をもって徒弟制という信認システムを安定させよ

うとする意図が見て取れる。 

審査委員会は、バイエルン工芸博物館館長を座長とし、州の公的機関代表、博物館代表、お

よび親方から構成された66。親方は、組合所属者と非所属者の双方が含まれるよう配慮された。

注目すべきは、館長や州代表などの、職人でないものが審査に参加した点であり、評価の場が

閉じた共同体内部から、州の公的機関と「公衆」による公開審査へと拡張されたことが伺える。 

対して、1890 年秋に開催された補習学校製図展覧会は、明確に「出品作品の表彰は行わない」

と定めている67。職業補習学校および専門学校を対象とし、参加校は「最優秀、中程度、最低の

生徒の作品を各 1 点ずつ」提出することになっていたものの、参加は完全に任意であった68。

規定は展覧会の目的を「製図教育の現状について包括的な概観を提供し、顕在化した欠陥の改

善のための基礎を得ること」、および「製図教育の合理的な組織と運営のための必要な指針を提

供すること」と定めており、審査委員会は報告書を作成し、「教授法に関して必要と思われる改

善提案」を含め、これは文部省にのみ提出された69。 

二つの展覧会の性格の相違は、第 2 章で見た徒弟制と補習学校の関係を反映している。徒弟

作品展覧会は、親方による認定を「公衆」に開かれた場で追認するものであり、信認のシステ

ムそのものが公共化された事例である。他方、補習学校製図展覧会は、信認システムの円滑な

機能を支える補完装置の評価であり、個々の徒弟に信認を授与するものではなかった。第 2 章

で論じたように、補習学校の製図教育は、親方が徒弟を「一人前の職人として認定するための

前提と根拠を確保する」ためのものである。製図展覧会は、この補完装置自体の質を診断し改

善するための仕組みといえる。言い換えれば、徒弟作品展では、「より大きな公衆」が信認の保

証者として機能したのに対し、補習学校製図展では、国家が補完装置の管理者として機能した。

両者の相違は、19 世紀末において、徒弟制という信認のシステムと、それを支える教育制度が、

異なる論理で公共化されつつあったことを示している。 

本章では、1870 年代から 1890 年代にかけて、徒弟制の信認システムがいかに変容したかを

検討した。営業自由化は徒弟制に深刻な弛緩をもたらし、第 1 章で見た帰属の承認と熟達の認

定という二重の信認システムを停滞させた。ケーニヒやメスマーの工場学校は、この信認シス

テムを個別企業内部で自治的に再構築する試みであった。対して 1890 年の二つの展覧会は、親

方による認定を「より大きな公衆」に開かれた場で追認し、信認の保証者を領主・国家から「公

衆」へと拡大すると共に、第 2 章で見た補完装置としての補習学校自体を、国家が診断し改善
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する仕組みであった。19 世紀末のドイツにおいて、徒弟制は私的な親方=徒弟関係を回復しつ

つも、公共性をもって保証される信認のシステムへと転換したのである。 

おわりに 
本稿は、18 世紀後半から 19 世紀末にかけての「ドイツ」における徒弟制を、「信認のシステ

ム」という観点から考察してきた。18 世紀バーデン辺境伯領の徒弟制は、宗教儀礼と疑似家族

的関係に基づく「帰属の承認」と、段階的な資格の授与による「熟達の認定」という二重の信

認構造を有し、これは自治的な職人共同体による授与と領主権力による法的保証という重層的

な仕組みで機能していた。19 世紀の営業自由化はツンフトの独占権を解体して領主保証を弱め

たが、徐々に労働市場が不安定ながら保証者としての役割を果たすようになり、停滞した二重

の信認システムに対しては、補習学校制度が補完的な役割を果たした。1870 年代弛緩に対し、

工場主は工場徒弟制を通じて信認システムを自治的に再構築し、展覧会は、個別の認定を「よ

り大きな公衆」の前で追認することで、「公衆」によって信認の保証を試みた。このような徒弟

制の変遷は、帰属の承認と熟達の認定という二重構造を内在しつつ、その保証者が領主権力か

ら国家、市場、公共的な場へと重層的に再編される過程として理解できる。 

本研究の理論的含意は以下の通りである。冒頭で指摘したように、「学び」論における徒弟制

研究の受容は、学習者の自発的参加に着目する一方で、親方や共同体が徒弟を認定する営みを

看過してきた。本研究が提示した「帰属の承認」と「熟達の認定」という分析視角は、この看

過された境界を前景化する。徒弟の成長は、徒弟自身が進む過程であると同時に、親方や共同

体が「仲間」として承認し、「一人前」として認定していく過程であり、本稿で扱った徒弟制の

歴史展開は、その保証者が封建領主から市場、「公衆」へと拡大していく歴史として理解できる。

徒弟制は「誰が認めるか」また「どう認めるか」、そして「誰が保証するか」の問題を埒外にお

いて、「参加」によって一元的に理解することは困難である。 

但し本稿の課題として、本稿は制度史料の分析を通じて社会的承認の構造を記述し、これは

デュアルシステムなど現代の教育制度への連続性を確かに有するが、あくまで職業教育制度の

領域での議論に留まっている点が挙げられる。これを一般陶冶の理論へと接続するには、冒頭

で言及したノールの教育関係論——母的態度と父的態度——との概念的な接続、および、20 世

紀に入ってからの職業陶冶と一般陶冶の関係を巡る論争などを読み解く必要がある。 
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信信認認ののシシスステテムムととししててのの徒徒弟弟制制 1 

―18-19 世紀ドイツ語圏における徒弟制に関する一考察― 2 

粂川 薫樹 3 

本稿は、18 世紀後半から 19 世紀末にかけての「ドイツ」における徒弟制を、「信認のシステ4 

ム」という観点から考察してきた。18 世紀バーデン辺境伯領の徒弟制は、宗教儀礼と疑似家族5 

的関係に基づく「帰属の承認」と、段階的な資格の授与による「熟達の認定」という二重の信6 

認構造を有し、これは自治的な職人共同体による授与と領主権力による法的保証という重層的7 

な仕組みで機能していた。19 世紀の営業自由化はツンフトの独占権を解体して領主保証を弱め8 

たが、徐々に労働市場が不安定ながら保証者としての役割を果たすようになり、停滞した二重9 

の信認システムに対しては、補習学校制度が補完的な役割を果たした。1870 年代弛緩に対し、10 

工場主は工場徒弟制を通じて信認システムを自治的に再構築し、展覧会は、個別の認定を「よ11 

り大きな公衆」の前で追認することで、「公衆」によって信認の保証を試みた。このような徒弟12 

制の変遷は、帰属の承認と熟達の認定という二重構造を内在しつつ、その保証者が領主権力か13 

ら国家、市場、公共的な場へと重層的に再編される過程として理解できる。 14 

 15 

 16 

The Apprenticeship System as an Institution of Accreditation: 17 

Focusing on the Formation Process and Modern Transformation of 18 

the German Apprenticeship System 19 

KUMEKAWA Masaki 20 

This study examines the apprenticeship system in "Germany" from the late 18th to late 19th century as a 21 
"system of accreditation." The 18th-century Baden-Baden apprenticeship possessed a dual structure: 22 
"acknowledgment of belonging" based on religious rituals and quasi-familial relationships, and 23 
"certification of mastery" through graded qualification conferral. This functioned through autonomous 24 
craft community conferral and feudal legal guarantee. The 19th-century trade liberalization weakened 25 
guild monopolies and feudal guarantees, but labor markets gradually assumed a guarantor role, while 26 
supplementary schools complemented the stagnant dual system. Responding to 1870s relaxation, factory 27 
owners reconstructed accreditation systems through factory apprenticeships, and exhibitions sought 28 
public guarantee by having individual certifications endorsed before "the larger public." The 29 
apprenticeship transformation can be understood as a process where the dual structure of belonging 30 
acknowledgment and mastery certification persisted, while guarantors were reorganized from feudal 31 
authority to state, market, and public sphere. 32 
 33 

キキーーワワーードド：徒弟制，ドイツ職業教育史，正統的周辺参加 34 

Keywords: Apprenticeship system, German vocational education history, Legitimate peripheral 35 

participation 36 
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